
平成27年度事業報告

I 公益目的事業

平成27年4月1日から
平成28年3月31日まで

1. 苦情相談・苦情解決業務

( 1 ) 無料相談業務

① 不動産無料相談所
宅地建物取引士の資格 を有する専任相談員による無料相談を、（公社）愛媛県

宅地建物寂引業協会 （以下この総会資料において「宅建協会jといいま す。）と
共催で毎週水曜日に愛媛不動産会館相談室で、地誌連絡協議会では月l由所定の
相談所で実施しました。

② 不動産無料相談会
宅建協会と共催で、平成27年8丹1日住）10: 00～ 16: 00、いよてつ高島屋7階

キャッスルルー ムで実施しました。
来場者 40人、相談件数57件でした。

年間の相談 は下記のとおりです。

年間相談件数
実施 回数 相談件数

会 館 相 談所合計
地区相 談所合計

47回 I 3 0 1件※

相談内容内訳

1 1 0回 I 2 1 9件

（※電話相談 129件・相談会57件 を含む）

1 .  業者に関する相談……………・ー…・…ー・・ー……ー 24件

2.契約に関する相談…・……ー………・…ー・………
.. 3 4件

3 .物件に関する相談・………ー……… ・…・・ ・……一 ...6 8件
4 .手数料に関する相談－…一……・一…・…一 －一…－…・… 0件
5 .借地・借家に関する相談………・……ー・・・…… l 09件
6 . 手付金に関する相談・…・・…・…………ー・・・・……ー… 4件

7.税金に関する相談… ・…ー… ・… ・ー・…一一………
· 2 4件

8 .ロ ー ン等に関する相談－－－……………ー…一一…… .. 3件
9 .登記に関する相談・……ー・……………ー…・・…・… 3 4件

10.業法・民法に関する相談・………ー………・………ー 5件

11.建築（建基法 含む）に関する相談－……………… 5件

12.価格等に関する相談・・…・ ・・…一－…・……－……… .. 1 3件

1 3.国土法・都計法等に関する相談－一……一一…ー・…ー l件

14.その他に関する相談……・……ー………・…….. 1 9 6件

計 520件



(2) 相談員研修会
宅地建物取引に関する相談案件内容が複雑・多様化するなかで、 関連法令等の改

正と相まって常に新しい知識と正しい対処方法を習得することを目的に、 無料相談

員を対象に宅建協会と共催で研修会を下記のとおり行いました。

開催日時

研修科目

平成27年 6 月 9 日ω リジエ ー ル松山 口：00～ 16: 00 

1 弁護士による講義

(1) 苦情解決・弁済・求償業務の留意点について

(2) 畏法（債権法）改正と同改正が不動産取引に与える影響

2. 事例研究

講 師 深沢綜合法律事務所 柴田龍太部弁護士

参加者数 四国中央 9 名 新居浜 1 2 名 西 条 6 名

局 桑 4 名 今 治 4 名 松 山 1 4 名

イ罪 予 7名 大 決｜ 7名 八幡浜 4 名

宇和島 1 0 名 合 計 77名

( 3) 苦情解決業務
本年度の苦情申出は 2 件ありました。

また弁済移管案件は、 認証拒否3件でした。

2. 研修業務・情報提供業務

( 1 ）研修業務

① 免許業者研｛彦会

宅建協会と共催で、 全県下を 4 ブロックに分けて統一テー マによって実施する

ブロック別業者研修会と、 各地区連絡協議会で地域の状況に応じて研修テー マを

設定できる地区別研修会の 2 つの方式で実施しました。

｛ブロック別業者研修会】

平成27年11月 5 日（木） 中予地区 松山市総合コミュニティセンタ 一

平成27年11月6日（創 南予地区 愛媛県歴史文化博物館

平成27年11月 9 日（月）東予地区 西条市東予総合福祉センタ 一

平成27年11丹 10 臼（刈 東予地区 新居浜テレコムプラザ

92名参加

48名参加

44名参加

91名参加

いずれも 13: 30～ 16: 00 

研修内容 「不動産広告についてJ

講師 近藤副委員長（中予地震）

宅建協会事務局職員（他地区）

「売実契約書の作成について」

講師 深沢綜合法第事務所 高川住子弁護士



｛各地区業者研修会］
会員以外 左以外の

開催臼 地 区 研 修 内 容 会 員 の宅建業 取引士、

者に従事
これから

する者 従とす事るし
者よう

5/9 伊 予 －相続税について 16社 20名 0社 0名 4名
－贈与税について

7/8 今 治 税制改革・マイナンバ ー制に 50社 55名 0社 0名 。名
ついて

7 /22 西 条 －不動産広告について 22社 24名 0社 0名 0名
－徹底相続セミナ ー

7 /28 宇和島 －相続税・贈与税の改正につ 25杜 27名 0社 0名 0名
いて

・マイナンバ ー制について
－空き家対策の特別措置法に

ついて

8/7 四国中央 －土砂災害警戒区域の指定地 32社 39名 0社 0名 0名
について

－税務勉強会

9/ 1 新居浜 －埋蔵文化財指定地域の取引 31社 34名 0社 0名 0名
について

－崖条例にかかる不動産取引
について

10/7 周 桑 －木造住宅の耐震診断・耐震 11社 13名 0社 0名 0名
改修
－耐震診断及ぴ改修工事の内町

廿
、，

10/26 松 山 すらすら覚えて指導できる 69社 72名 14社 27名 0名
～ 業法・民法の急所 ～

10/26 大前I. マイナンバ ー制について 21社 21名 2社 2名 0名
八橋浜 （相続、 遺言、 生前贈与につ

いて）

11/28 伊 予 不動産に関する税金 16杜 19名 0杜 。名 3名

12/11 四国中央 税務セミナ ー 31社 33名 12社 12名 0名

1 /20 今 治 マイナンバ ー カ ー ド情報の取 30社 31名 0社 0名 0名
扱いについて

1 /25 薪居浜 不動産取引における税務につ 27社 29名 l社 1名 0名
いて

2/18 鹿 桑 ・マイナンバ ー と不動産取引 13社 14名 0社 0名 。名
－長期優良住宅、 性能評価等

について

2/19 宇和島 税務のポイント 20社 21名 0社 0名 0名



会員以外 左以外士の

開｛義日 地 区 研 修 内 容 安八 貝回
の宅建業 取引

者に従事
これから
従と 事するし者ようする者

2/23 西 条 スタ ー トしたマイナンノて一、 28社 30名 0社 0名 0名
今すべきことは

2/23 松 山 住生活基本法について 63社 66名 0社 0名 0名

3/25 大洲・ 弁護士から見た不動産業者の 23社 23名 0社 0名 。名
八幡浜 留意点

県下での研修会実施状況
実施回数 参加者数

本 部 ・ 地区合計 22回 895名

② 新規免許業者研修会
平成27年2 月 1 B から平成28年2 月初日までに入会された会員及び会員以外の

宅地建物取引業者を対象に、 愛媛不動産会館4階会議室において宅建協会と共催
で実施しました。

この研修会は、 宅地建物取引の専門家としての資質を身につけるためのものと
位置付けて毎年実施しております。

内要は下記のとおりです。
i 開催日及び参加者数

第l 田 平成27年10月2日（金） 13 : 30～ 16: 30 9社12名（会員のみ）
第2 田 平成28年 3月 8日（火） 13 : 30～ 16: 30 5社8 名（会員のみ）

ii 研修科目

当本部及ぴ宅建協会の事業等について
宅地建物取引業法について

不動産の表示に関する規約等について
iii 講師又は説明者

愛媛県建築住宅課宅地建物指導係長 三井岳氏
当本部本部長 武井建治
当本部人材育成委員長 大野括ー

当本部事務局職員

(2）情報提供業務

① 鴻費者向けセミナ ー

一般消費者及び新規免許取得希望者を対象に、 宅地建物取引を広く啓発するこ
とを目的とし、 愛媛不動産会館4階会議案において宅建協会と共催で下記のとお
り実施しました。



i 関鑓日及び参加者数

第l囲 平成27年8月7日住） 15名

第2回 平成28年1月22日（甜 10名

ii 研修科目

免許取得に必要な宅地建物叡引業法の知識

不動産開業の体験談

免許申請について

② ホ ー ムペー ジ リニュ ー アル

ホ ー ムペ ー ジを親しみやすく見やすいものにリニュ ーアルしました。

トップペ ー ジから各情報へ簡単にアクセスできる構成となりました。 パック

ヤ ー ドも変更され、 従前のホ ー ムペ ー ジを作成する専用ソフトが不要のため情報

掲載が容易になり、 情報発信・吏新が迅速になりました。

3. 弁済・手付金等保管・手付保証業務

( 1 ) 求償業務

本年度は該当ありませんでした。

(2) 手付金等保管業務

会員が売主、 非会員が買主の場合において、 未完成物件の取引においては売買代

金の 5%又は1,000万円、 完成物件（既存物件含む）の取引においては売買代金の

10%又は1,000万円を超える手付金等を受領する場合に、 手付金等を保全しなくて

はならないと宅地建物取引業法に規定されています。 当協会は完成物件における保

管業務を行う指定機関となっております。

本年度の申請はありませんでした。

(3) 手付金保証業務

当協会独自の制度で、 売主 ・ 買主とも非業者、 居住用物件、 流通機構登録物件と

いう条件を満たし、 会員が客付け業者の場合に手付金のうち売買代金の20%又は

1,000万円のいずれか低い額を保証するものです。

本年度の申請はありませんでした。



n 管理業務

1. 会員管理

( 1 ) 入退会業務

入会審査基準を厳正に適用し、 地区連絡協議会入会審査委員会の審査結果を尊重

し、 適正に処理いたしました。

本年度の入会者は41名（会員27名・会員の従たる事務所3名・他県大臣免許の従

たる事務所5名・承継会員6名）でした。

本年度の退会者は58名（会員51名・会員の従たる事務所4名・他県大臣免許の従

たる事務所3名）でした。

年度末事務所数は1,035名（会員942名・会員の従たる事務所54名・他県大臣免許

の従たる事務所39名）です。

(2) 会費徴収業務

宅建協会に委託して行いました。

既存事務所1,037名・新規事務所30名より納入がありました。

2. 広報業務

( 1)広報誌発行

広報誌f宅建えひめj第90号を宅建協会と共同で発行しました。

またl枚両面印刷の「宅建本部にゅうす」を12回（毎月 1凹）発行しました。

「宅建えひめ」は重要な法令の解説や当本部行事の報告を中心とした構成で発行

しました。「宅建本部にゅうす」は法令の早急な周知、 公売情報などの情報を中心

とした構成で、「宅建えひめ」を補完する関係になるよう調整しながら発行するよ

う心がけました。

(2) テレビ広告及び屋外広告

毎週水曜日の無料相談について、 内容をリニュ ー アルして実施しました。

3. 総務

( 1 ) 事務担当役職員研修会

平成28年2月298（月）、 愛媛不動産会館4階会議室において、 宅建協会と共催で総

務・財務委員会運営により実施しました。 吉田副委員長、 西村代議員による職員教

育、 事務局からの連絡事項等を行いました。

徳増委員長を始め、 地区連絡協議会の役職員34名が参加しました。



年 月 日
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保 言正

第1回総務 ・ 財務委員会

業務及び会計監査

協 よ』
-;r:;;; 事

’ー

イ7間年

出席者：徳増委員長以下13名

全宅連 ・全宅保証

出席者：武井本部長以下7名

第1田広報啓発委員会

出｝害者：武井本部長

第l 昭幹事会

出｝市者：武井本部長以下13名

伊予地区連絡協議会研修業務委員会

出席者： 9 名

平成27年度定時総会

全宅保証

代議員数26名、 出席者21名 ・ 委任状 4 名

第 l回総務 ・ 財務合同委員会

出席者：武井本部長

伊予地豆連絡協議会研修会

参加者：16社20名、 会員外4名

松山地区連絡協議会 研修業務委員会

出席者： 6 名

全宅保証 第l田常務理事会

出席者：式井本部長

西条地区連絡協議会 研修業務委員会

出席者：7 名

第l田紛争調停・苦情処理委員会

出席者：高野委員長QJ、下 6 名

全宅保証 第l 由理事会

出席者：武井本部長

今治地区連絡協議会 研修業務委員会

出｝苦者：10名

相談員研修会

参加者：77名

第l回消費者保護委員会

出席者：大本委員長以下11名

全宅連・全宅保証合同正副会長委員長会議

出席者：武井本部長

全宅保証 平成27年度定時総会

出席者：武井本部長以下 9 名・事務局 1 名

第l 由人材育成委員会

出席者：大野委員長以下12名

今治地区連絡協議会 研修業務委員会

出席者：10名



年 月 日

H27. 7. 8 
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7 

保 証 協 会 年 間 行 事

今治地区連絡協議会 研修会
参加者：50社55名

全宅連 ・ 全宅保証 第 2囲広報啓発委員会

四国中央地区連絡協議会 研修業務委員会
出席者：武井本部長

出席者：4名

第 2回消費者保護委員会

西条地区連絡協議会 研修会

宇和島地区連絡協議会 研修会

無料相談会

松山地区連絡協議会 研修業務委員会

第 l自消費者向けセミナ ー

四国中央地底連絡協議会 研修会

都道府県協会長 ・ 本部長合同会議

出席者：戸田副委員長以下16名

参加者：22社24名

参加者：25社27名

出席者：大本委員長以下20名

出席者：7名

全宅連・全宅保証合同正副会長 ・ 委員長会議

参加者：15名

参加者：32社39名

出席者：武井本部長

出持者：武井本部長

出席者：6名
周桑地区連絡協議会 研修業務委員会

新居浜地区連絡協議会 研修会
参加者：31社34名

第 2国幹事会
出席者：武井本部長以下13名

松山地区連絡協議会 研修業務委員会
出席者：3名

都道府県宅建協会・本部事務局長会議
出席者：佐々木事務局次長

伊予地区連絡協議会 研修業務委員会
出席者：7名

第 1田新規免許業者研修会
参加者：9社12名

周桑地区連絡協議会 研修会
参加者：11社13名



年 月 日 i 保 証 協 会 年 開 行 事

五27.10.15 I 大洲 ・ 八幡浜地区連絡協議会 研修業務委員会

出席者：16名

19 I 全宅保証 第2回総務 ・ 財務合同委員会

出席者：武井本部長

26 I松山地芭連絡協議会 研修会

参加者：69社72名 ・ 会員外14杜27名

26 I 大洲 ・ 八幡浜地区連絡協議会 研修会

参加者：21社21名 ・ 会員外2社2名

11. 5 I ブロック別業者研修会（中予地区）

参加者：松山88名 ・ 伊予3名 ・ 大掛i l名 計92名

6 I ブロック別業者研修会（南予地区）

参加者：大洲14名 ・ 八鰭浜16名 ・ 宇和島18名 計48名

6 I 四問中央地区連絡協議会 研修業務委員会

出席者： 6 名

9 I ブロック加業者研修会（東予地区）

参加者：周桑15名－今治29名 計44名

10 I ブロック別業者研修会（東予地区）

参加者：四国中央32名・新居浜29名・西条30名 計91名

10 I全宅保証 第2回常務理事会

出席者：武井本部長

17 I 第2国人材育成委員会

出席者：大野委員長以下13名

27 I 松山地区連絡協議会 研修業務委員会

出席者： 6 名

28 I 伊予地区連絡協議会 研修会

参加者. 16社19名、 会員外 3 名

12. 4 I 全宅連 ・ 全宅保証 第3回広報啓発委員会

出｝害者．武井本部長

9 I 周桑地区連絡協議会 研修業務委員会

出席者： 6 名

11 I 四国中央地区連絡協議会 研修会

参加者：31社33名、 会員外12社12名

目i 今治地区連絡協議会 研修業務委員会

出席者. 9名

17 I 全宅連 ・ 全宅保証合同正副会長委員長会議

出席者：武井本部長

25 I 第3団幹事会

出席者：武井本部長以下14名

H28. 1 .13 I 都道府県協会長 ・ 全宅保証本部長合同会議

全宅連 ・ 全宅保証合同新年賀調交歓会

出席者：武井本部長



年 月 日 保 証 協 会 年 間 行 事

H28. 1 .13 今治地区連絡協議会 研修業務委員会

出席者：10名

15 西条地匿連絡協議会 研修業務委員会

出席者：7名

20 I 今治地区連絡協議会 研修会

参加者. 30社31名

22 I 第2田消費者向けセミナ ー

参加者：10名

2. 1

3. 1

新居浜地区連絡協議会 研修会

参加者：27社29名、 会員外1 社l名

全宅連 ・ 全宅保証 第4回広報啓発委員会

出席者：武井本部長

第2回総務 ・ 財務委員会

出滞者：穣増委員長以下12名

公益法人制度に関するブロック研修会

出席者：佐々木事務局次長以下 2 名

第3回人材育成委員会

出席者：大野委員長以下13名

25 

27 

4 

5 

18 周桑地区連絡協議会 研修会

宇和島地区連絡協議会 研修会

都道府県宅建協会・本部事務局長会議

西条地区連絡協議会 研修会

松山地区連絡協議会 研修会

第3回消費者保護委員会

事務担当役職員研修会

参加者：13杜14名

参加者：20社21名

出席者：佐々木事務局次長

参加者：28社30名

参加者：63社66名

出席者：大本委員長以下10名

参加者：34名

第2田紛争調停・苦情処理委員会

出席者：高野委員長以下8名

大洲・八幡浜地区連絡協議会 研修業務委員会

出席者：16名

参加者：5社8名

出席者．武井本部長

19 

22 

23 

23 

25 

29 

5 

8 第2田新規免許業者研修会

全宅保証 第3回常務理事会10 



年月日［ 保 証協会年間行事

H28. 3 .14 I松山地区連絡協議会研修業務委員会
出席者：7名

17 I 宇和島地区連絡協議会研修業務委員会

23 I 全宅保証第3田理事会

25 I 大洲・八幡浜地区連絡協議会研修会

出席者：7名

出席者：武井本部長

参加者：23社23名




